訴外会社が負担した遺産分割に係る代償金は納税者の一時所得になるとした東京高判平成20年4月22日の評釈補遺 by 浅妻 章如 et al.
訴外会社が負担した遺産分割に係る代償金は
納税者の一時所得になるとした
東京高判平成 20 年月 22 日の評釈補遺
浅 妻 章 如
 本評釈補遺のきっかけ
 事 実 関 係
 争 点
 判 決 要 旨
 評 釈 補 遺
 本評釈補遺のきっかけ
私は，東京高判平成 20 年月 22 日税資（税務訴訟資料）258 号順号 10944











まず， 事実関係， 争点， 判決要旨について再掲する（前評釈におい
て字数制限のため削った部分について適宜補う）。その後， 評釈補遺を書く。
374（1）





本件建物について昭和 29 年月 26 日付で所有者を丁（既に故人であった）
とする所有権保存登記がされた。本件建物について昭和 28 年月 18 日付で
所有者をＡとする所有権保存登記がされた。本件建物及び同については，
それぞれその敷地につき借地権が設定されていた。




て持分を甲が 2/4，乙丙がそれぞれ 1/4 ずつとする所有権移転登記をした。
原告らは，本件建物は故Ａの所有であったにもかかわらず登記簿上の所有
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故丁 故戊
甲 故Ａ Ｂ Ｃ
乙 丙
2000 2000
←平 13 本件金員 4000万円

























所得の金額はそれぞれ 475万円ずつであるので，所得税法 34条項による 50
万円の特別控除額以外の控除は認められていない（甲について，4000万円の 1/2
から 50万円を控除したものの半額課税として 975万円，乙・丙について，4000万円




③平成 12 年分・平成 13 年分いずれの収入か。
争点①について，被告は次のように主張した――本件調停によって原告らが






















ら，当該収益の帰属時期は，本件売買契約が締結された平成 12 年 11 月 27 日
である。
 判 決 要 旨
請求棄却・確定（控訴審は新たなことを何も述べず，原判決・東京地判平成 19











































成 12 年末から平成 13 年末の年間の間に 4000万円相当の純資産増加が生じ







5-1-2 代償金に関する最判平成年月 13 日との対比
判旨に表れていないが，判旨の結論の背後には最判平成年	月 13 日判時
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369（6）
）異論もそれなりに説得力のある筋を構築しうるところではある。
）金子宏『租税法』228 頁（16版，弘文堂，2011），田中治・判例回顧・租税法研究 24 号 196
頁以下参照。
した時の価額 4700万円を 43：4 に分割し，Ｑの譲渡所得は億 7000万円−
(4700万円× 43/47＋ 4000万円)＝億 8700万円となろう4)。一方，Ｒは資産
の 4/47 の部分を相続によって取得しＱに 4000万円で売却した，というストー
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367（8）
）但し集中説はそれまでの実務・裁判例にも表れており，最判平成年	月 13 日が初めて明ら
かにしたというものではない。5-1-4で挙げる大津地判昭和 60 年月 14 日の他，千葉地判昭
和 55 年月 30 日訟月 26巻号 700 頁等も参照。
なお，代償金が取得費を構成することはおかしいと主張する根拠として，代償金が相続課税
（相続税法 11条の，相基通 11 の-	参照）と譲渡所得課税（所得税法 38条，所基通 38-
参照）の両面で控除されるという二重控除は不都合であると論じられてきたようであるが（最
判平成年	月 13 日に関する大﨑満・判研・ジュリスト 1084 号 116 頁以下 118 頁
（1996.2.15），及び千葉地判昭和 55 年月 30 日に関する広瀬正・判研・ジュリスト 744 号 166




















件・最判平成元年	月 14 日判時 1336 号 93 頁，高松高判平成 18 年月 23 日
訟月 52巻 12 号 3672 頁（上告不受理決定・確定），東京地判平成 21 年月 27





















































































があるが（最判平成 22 年月日の原審福岡高判平成 19 年 10 月 25 日訟月 54巻	号 2090 頁
参照），許容されて然るべき二重課税と許容されるべきでない二重課税とを区別するような表現
をする方が正確なのではないか，と私は思う。先物取引のポジション（建玉）が相続税の課税
対象となるとした釧路地判平成 13 年 12 月 18 日訟月 49巻号 1334 頁に関する浅妻章如・判
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363（12）
13）増井良啓「債務免除益をめぐる所得税法上のいくつかの解釈問題（上下）」ジュリスト 1315
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362（13）
16）増井・註 13），下 271 頁。
17）岡正晶「新商法（H13.12 改正）に基づく取締役・監査役の損害賠償責任の一部免除等と所



























































































5-3 争点③：平成 13 年の所得か
本件が最判平成年	月 13 日の射程内のものであると考えられるとしても，













る余地もある。判旨がいわゆる仙台家賃増額請求事件・最判昭和 53 年月 24
日民集 32 巻号 43 頁を引用していることから，本件の平成 12 年時点での
「Ｆの責任と負担」は，仙台家賃増額請求事件における家賃増額請求の形成権
としての成立と同程度の権利であるにすぎず，平成 12 年時点で所得税法 36条
が要求する権利確定基準を満たしていない，と論ずる余地もあるからである。
家賃増額請求権は形成権であって増額請求をした時点で私法上権利が成立した










してもなお，最判昭和 53 年月 24 日の原則論とのバランスから，本件で平成
13 年の所得として扱うことは異とするほどではないと考えられる。




という表現をした訳ではなく，最判昭和 53 年月 24 日は数ある租税事件の判決の中でも理解
が難しいものとして位置付けられている）が知られているが，本評釈補遺ではそこには注目し
ない。
